
別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅴ－１－１

評価方式

会計 組織／勘定

一般 都道府県労働局 35,253 35,121

労働保険特別 雇用勘定 82,449,509 86,579,688

35,253 35,121

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

82,449,509 86,579,688

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-3-
2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-2-1、Ⅴ-3-1、Ⅴ
-4-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-
1、Ⅵ-2-2、Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-3-
2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-2-1、Ⅴ-3-1、Ⅴ
-4-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-
1、Ⅵ-2-2、Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

35,253 35,121

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

82,449,509 86,579,688

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を確保すること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費

職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運
営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施
設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅴ－2－１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 雇用勘定 137,214,128 76,303,600

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

137,214,128 76,303,600

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定
Ⅴ-3-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-
2-2

＜ 70,347,892 ＞ の内数 ＜ 67,097,634 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-3-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-2 ＜ 5,727,523 ＞ の内数 ＜ 4,352,807 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-
3-2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、Ⅴ-3-
1、Ⅴ-4-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、
Ⅵ-2-1、Ⅵ-2-2、Ⅵ-2-3、Ⅵ-
3-1

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-
3-2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、Ⅴ-3-
1、Ⅴ-4-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、
Ⅵ-2-1、Ⅵ-2-2、Ⅵ-2-3、Ⅵ-
3-1

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 78,339,113 ＞ の内数 ＜ 73,424,546 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

137,214,128 76,303,600

＜ 78,339,113 ＞ の内数 ＜ 73,424,546 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること

- 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５段階達成度合いは記
載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

政策評価の対象と
なっているもの

地域雇用機会創出等対策費
地域及び中小企業等における雇用機会の創出等に必要
な経費

小 計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

小 計

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構運営費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費
交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に
必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要
な経費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構施設整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整
備費に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅴ－３－１

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 ＜ 8,932,029 ＞ の内数 ＜ 8,753,576 ＞ の内数

一般 厚生労働本省 ＜ 344,761 ＞ の内数 ＜ 360,678 ＞ の内数

一般 都道府県労働局 ＜ 3,133,342 ＞ の内数 ＜ 3,241,025 ＞ の内数

一般 都道府県労働局 ＜ 1,650,102 ＞ の内数 ＜ 1,720,279 ＞ の内数

東日本大震災復興特
別

復興庁 664,022

労働保険特別 雇用勘定 Ⅳ-2-1 ＜ 250,661,192 ＞ の内数 ＜ 206,844,344 ＞ の内数

＜ 14,060,234 ＞ の内数 ＜ 14,075,558 ＞ の内数

664,022

＜ 250,661,192 ＞ の内数 ＜ 206,844,344 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-2-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-2 ＜ 70,347,892 ＞ の内数 ＜ 67,097,634 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-2-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-2 ＜ 5,727,523 ＞ の内数 ＜ 4,352,807 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-3-2、
Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、Ⅴ-2-1、Ⅴ-4-1、
Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-1、Ⅵ-2-2、
Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-3-2、
Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、Ⅴ-2-1、Ⅴ-4-1、
Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-1、Ⅵ-2-2、
Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 78,339,113 ＞ の内数 ＜ 73,424,546 ＞ の内数

＜ 14,060,234 ＞ の内数 ＜ 14,075,558 ＞ の内数

664,022

＜ 329,000,305 ＞ の内数 ＜ 280,268,890 ＞ の内数

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用安定等の推進に必要な経費

今年度はモニタリングのみのため、５段階達成度合いは記載で
きない （千円）

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支
援機構施設整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備費
に必要な経費

政策評価調書（個別票）

高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

- 政策目標の達成度合い

独立行政法人労働政策研究・研修機構運
営費

政策評価の対象と
なっているもの

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用安定等の推進に必要な経費

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支
援機構運営費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付
金に必要な経費

高年齢者就業機会確保事業等に必要な経費

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費

小 計

一般会計

特別会計

社会保障等復興政策費

合 計

一般会計

特別会計

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要
な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施
設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経
費

一般会計

小 計

特別会計



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅴ－４－１

評価方式

他に記載のある
個別票の番号

会計 組織／勘定

労働保険特別 雇用勘定 1,248,071,170 1,248,071,170

労働保険特別 雇用勘定 690,212,752 690,212,752

労働保険特別 雇用勘定 51,375,854 49,964,479

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

1,989,659,776 1,988,248,401

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般 厚生労働本省 8,628,000 8,628,000

一般 厚生労働本省 18,831,500 18,831,500

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-3-
2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、Ⅴ-2-1、Ⅴ-
3-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-1、
Ⅵ-2-2、Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-3-
2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、Ⅴ-2-1、Ⅴ-
3-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-1、
Ⅵ-2-2、Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

27,459,500 27,459,500

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

27,459,500 27,459,500

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

1,989,659,776 1,988,248,401

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

失業等給付費等労働保険特別会計へ繰入
育児休業給付金の財源の労働保険特別会計雇
用勘定へ繰入れに必要な経費

失業等給付費等労働保険特別会計へ繰入
失業等給付費等の財源の労働保険特別会計雇
用勘定へ繰入れに必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

失業等給付費 失業等給付に必要な経費

育児休業給付費 育児休業給付に必要な経費

業務取扱費 失業等給付業務に必要な経費

予算科目 予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること

- 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５段階達成度
合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅴ－５－１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 雇用勘定 13,235,992 13,372,385

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

13,235,992 13,372,385

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般 厚生労働本省 620,165 620,165

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-2-1、Ⅴ-3-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-2 ＜ 70,347,892 ＞ の内数 ＜ 67,097,634 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-3-
2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、Ⅴ-2-1、Ⅴ-
3-1、Ⅴ-4-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-1、
Ⅵ-2-2、Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、Ⅳ-3-
2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、Ⅴ-2-1、Ⅴ-
3-1、Ⅴ-4-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-1、
Ⅵ-2-2、Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

620,165 620,165

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 72,611,590 ＞ の内数 ＜ 69,071,739 ＞ の内数

620,165 620,165

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

13,235,992 13,372,385

＜ 72,611,590 ＞ の内数 ＜ 69,071,739 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

就職支援法事業費労働保険特別会計へ繰入
就職支援法事業費の財源の労働保険特別会計
雇用勘定へ繰入れに必要な経費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構施設整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整
備に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

就職支援法事業費 就職支援法事業に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援
すること

- 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５段階達成度
合いは記載できない （千円）
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